第３回県政フォーラムのまとめ

　　　　　　　　　　　　　安井　幸次　氏（長野県住民と自治研究所理事長）

　印象だけを簡単に言いたい。

　田中県政になって、県政は大きく変わった。今回のフォーラムは、個々の領域だけではなくて、できるだけ総合的に検証し、住民の立場からそれを考えよう、ということで画期的だと思う。参加者が少ないのが残念だ。

　今日は産業ということで、農業、林業、観光、地域づくりネットワークづくりということだが、実は長野県は工業県。就業人口の三分の一が製造業に働いている。今、中国を初めとするアジアに、県内企業も大幅に進出をしている。これと県政がどうかかわるのか。産業空洞化などの問題、雇用の問題と企業の立場や活動が関わっている問題状況があるので、そういうことも機会があればぜひ取り上げたいものだと思う。

　今日の話を聞いて、それぞれの分野の、県政がめざしている基本的な政策は、どういう方向に行こうとしているのかを正確につかむことが重要だという指摘があった。理念的にはいい方向に行っているという報告だと思うが、現実はそれがすらすらと進むわけではなくて、検討すべき課題がたくさんあるという指摘だった。さらには、国の政策とのかかわり、国と県、市町村との関係もしっかり見なければならない。

　国が補助金を出している事業は、補助金がなくなったらそれでおしまい、というケースが多い。県がやっている補助事業は、キッカケづくりというのが極めて多い。それを受け止め、それをまさにキッカケとして、住民が大きく関わりながら、本当に地域づくりの力にするような展望を持って取り組まないと、そこで切れてしまう。そういう指摘が大変重要だと思う。私達の研究所でも取り上げてきている合併問題でも、住民自治と地域自治組織づくりへの取り組みが、地域によってかなり違っている。確実に住民と協働しながら地域づくりをやっていこう、というのが見えてきている地域と、ただ掛け声だけのところもないわけではない。この指摘は、これから実践していく上での基本的な焦点になるのではないだろうか。
